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H19

説明・期待される効果

0.63 1,000 0.36

4

法定事務

3

単市補助給付

新規に必要な事業・連携が必要な事業

2,412

2
目標
実績

実施主体

(総合計画から現在
の問題点を抽出)

17
施策の対象と目的

(誰のために、何の
ために)

現況と課題

3

②

H19

事業費等（単位：千円，人）

2,023
H18

日生総合支所長
金本 政廣

役職

二次評価者コメント

氏名

経営戦略会議決定事項

判断理由

日生地区の内航海運業は，本市の重要な基幹産業の一つであり引き続き事業活動に対して支援するととも
に、国、県に対して組織、経営基盤の強化の支援策を強く要望する。

4

評価

本市の重要な基幹産業の一つであり、内航海運事業
の活性化を図る事業である。

二次評価
項　目

評価

直　接
事業費

2,250

8

一次評価

0.35

0.00

備　前　市　施　策　評　価　シ　ー　ト

134

政策の体系
大項目（基本目標）

20中項目（基本施策）

2,250

事業分類

単市補助給付

単市補助給付

③
施策展開

3,538 0.58 2,287 4,223

施策に対する成果指標名

81
85 811
85 7580

達成率

日生地区海運組合員数

目標
実績

達成率

達成率

目標
実績

実績

達成率

98.8100.0 97.6
80

H19 H20

3

国の構造改善施策に基づき経営の近代化、合理化を促進し、経
営基盤の強化を図る。また、県とも連携をとりながら海運組合
を中心に講習会や研究会を開催し、資格取得や船員確保が出来
るよう引続き支援を行う。

海運業界は景気の影響が大きく、また経営面では燃料費
や船員雇用等国レベルの課題が多く、市独自での有効施
策は困難な状況にある。

4

3

本市の重要な産業の一つである内航海運業の振興を図る
ための事業であり、妥当である。

海運組合を中心に情報収集や雇用問題に取り組み、組合
員の経営改善を図っている。

83 75

単
位

目標

過年度実績

H17 H18

評価年度

H23 H28

５：非常に高い　４：高い　３：どちらともいえない　２：低い　１：非常に低い

目標値

3 施策の有効性
(評価年度の目標達成)

1 目的達成度
(中･長期目標に対する)

2 事業構成の適当性

　 担当への指示
（今後の展開・協働の可
能性・事業見直し・新規
事業創出等）

所　　属　　長　　評　　価

☆☆☆
☆☆
☆

施策への
貢献度

直　接
事業費

直　接
事業費

人工数

H17

人工数

H20

当初予算

Ｂ

この施策に費やした資源（単位：千円，人）
H17

(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

構造的な諸問題への対応

H21H20

施　策　名
（小項目）

海運業

調査対象でない
施策の場合は、
市民の反応等

H19調査年度

調査結果に対するコメ
ント、市民の反応等

重要度（%）

満足度（%）

海運業は日生地区に限定され、さらに市外での事業展開となるため、一般市民の関心度は非常に低い。

組織、経営基盤の強化の支援

中国海事広報協会会費

新造船奨励事業

船員手帳交付等事業

＄＄

＄＄＄

900

☆☆

☆0

☆☆☆

予算の
重要性

＄＄＄
＄＄
＄

＄＄＄

人件費 人工数

100 0.01

H18

人件費

0.02
0.15

人件費

2,378 0.41 2,638 0.46

施策を構成する
事　務　事　業

細　事　業

日生地区海運組合補助事業

事務事業

評価結果

Ａ ～ Ｅ

(高 ～ 低)

海運団体支援事業

船員事務事業

Ｂ

後継者の育成、環境整備の推進

日生総合支所　管理課長

馬場　圭一

７２－１２５４

もてなしの心とたくましさのあるまちづくり

作
成
者

役職コード

04-02-04
氏名

電話

起業と創造が支えるまちづくり

海運団体の支援を行うことで、市内海運事業者の組織、経営基盤の強化を図る。

日生地区の海運業は、組合員数80社（船舶数118隻）を有しており、本市の重要な産業の一つとなってい
ます。特に、内航におけるケミカルタンカー船は全国の約4分の1にあたる５１隻を数え、日本の石油化学
分野の物流を支えています。しかしながら、船舶調整制度廃止のための暫定措置事業による減船効果の推
進及び各種規制緩和への対応、船員不足問題、燃料費、用船料の低廉化等、内航海運業を取り巻く状況は
極めて厳しいものがあり、大きな転換期に立たされている。

基本施策への貢献度

3
内航海運事業を取り巻く状況は依然として厳しく、
海運組合を中心に情報収集や研修等を実施、経営基
盤野の強化を図っている。

判断理由

H20当初(直接事業費)

1,638

直　接
事業費

1,600
20

18

予算配分方針コメント

３中立

海運業界に対する施策については、国レベルの課題
であり、本市としては今後も海運組合の事業活動に
たいして支援し、内航海運事業の活性化を図る。

内航海運事業を取り巻く環境は依然と厳しく経営の近代化､
合理化の強化支援を国、県に要望するとともに、組合を中心
に各種研修、講習会等を実施し会員の資質向上や後継者育成
に引き続き支援をおこなう。

3

指標の説明

事業所の統廃合により
組合員数は減少傾向

ベンチ
マーク

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要

重　　　要　　　度

満

足

度

平　均

高低

高

低
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55
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備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業

④市民意識調査による施策の重要度・満足度


